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 Summary 
 高齢者の健康的な生活および経済的な安定を支える「健康長寿ビジネス」への注目が高まっている。 

 健康寿命1延伸に貢献する抗老化サプリメント、健康長寿を支えるウェルネスサービス、テクノロジー

を活用した高齢者向けの新たな金融サービスの成長が見込まれる。顧客の利便性を考えると、分野を超

えた統合サービスの構築が求められる。 

 健康長寿ビジネスの成長に必要な要素としては、サービスの信頼性確保、リアルとオンラインの最適

化、高齢者向け製品・サービスの個別化、高齢者の意思尊重、家族・介護者との連携などが挙げられ

る。本ビジネスの成長により、高齢者視点を生かす健康長寿社会の実現を期待したい。 

目次 
１．はじめに 2 

2．健康長寿の実現に向けた抗老化製品の開発 3 

2-1．活発化する抗老化領域の概況 3 

2-2．老化の特徴に直接アプローチする新しい抗老化サプリメントの事例 4 

2-3．抗老化サプリメントの普及に向けた課題と今後の見通し 8 

3．健康長寿を支えるウェルネスサービス 10 

3-1．健康長寿を支えるウェルネスサービスの概況 10 

3-2．高齢者特化型クリニックチェーン、先進的な在宅支援サービスの事例 10 

3-3．課題と今後の見通し 13 

4．健康長寿を支える金融サービス 14 

4-1．健康長寿を支える金融サービスの概況 15 

4-2．先進的な高齢者向け金融サービスの事例 15 

4-3．今後の課題と見通し 16 

5．健康長寿ビジネスの成長に向けて 18 

 

 
1 健康上の問題で日常生活に制限のない期間を指す（出所：内閣府ウェブサイトから引用） 
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超高齢化社会における健康長寿ビジネスと
は？ー海外最新事例から見えた方向性 

 

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2023/html/zenbun/s1_2_2.html
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１．はじめに 

WHOによると、2030年までに、世界の人口の6人に1人が60歳以上となり、60歳以上の人口は14億人に達す

ると予測されている2。先進国の中で高齢化率がトップの日本は、総人口に占める65歳以上の人口の割合が、

2023年には29％3にのぼり、総人口減少と高齢者増加により、2038年には33.9％で3人に1人が高齢者となる

見込み4である。世界的に高齢化が加速する中、国連は、2021～2030年を「健康な高齢化の10年5」と位置付

け、高齢者とその家族の生活の向上や、エイジフレンドリー6な地域社会の構築を目指している。健康長寿

とは、「身体的・精神的・社会的な健康を維持すること」を指す。近年、老化のメカニズムを解明するこ

とで、若返りや老化制御を追求する抗老化研究が進展しており、高齢者の健康的かつ自立した生活を支え

る健康長寿ビジネスへの期待が高まっている。 

高齢者は、退職前後の時期に、住まい・お金・健康・つながり・移動・労働などに不安や悩みを抱えて

いる（図表1）。健康長寿の実現には、これらの不安に寄り添い、高齢者が健康的な生活を送り、経済的に

安定することが重要となる。本稿では、退職前の層から老年期7の高齢者を対象とした健康長寿に関連する

新たなビジネスに注目し、富裕層にとどまらず広範なマスマーケットをカバーする製品やサービスに焦点

を当てている。 

第2章では、抗老化研究から生まれた最新の抗老化製品（サプリメント）、第3章では、増加する健康長

寿人口を対象としたウェルネスサービス（高齢者特化型クリニックチェーン・先進的な在宅支援サービ

ス）、第4章では、高齢者の経済的安定のための新たな金融サービス（家計・住宅・保険）を紹介する。 

海外先進事例の分析を通じ、健康長寿ビジネスの課題や将来の方向性について考察することで、より多

くの人々が豊かな老後を迎えるための環境づくりのヒントを提示したい。 

 

  

 
2 WHOウェブサイト（2024年7月1日アクセス） 
3 令和5年9月17日総務省報道資料（統計トピックスNo.138） 
4 国立社会保障・人口問題研究所、「日本の将来推計人口」報告書 
5 国連ウェブサイト、日本WHO協会（2024年7月1日アクセス）：国連の提唱する「UN Decade of Healthy Ageing」を日本WHO

協会では「健康な高齢化の10年」と日本語訳している。 
6 エイジフレンドリーとは、どの年代にも優しく、年代ごとの特性に合わせること。 
7 Qlifeウェブサイト（2024年5月29日アクセス）によると、「人の発達段階からみると、老年期とは成人期に引き続く人生

最後の時期と定義されており、その境界となる年齢は一般に65歳」としている。 

https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/ageing-and-health
https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics138.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_ReportALLc.pdf
https://social.desa.un.org/sdn/decade-of-healthy-ageing-2021-2030
https://japan-who.or.jp/news-report/2201-19/
https://www.qlife.jp/dictionary/item/i_020101000/
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2．健康長寿の実現に向けた抗老化製品の開発 

老化に伴う身体機能（認知機能や運動機能、代謝機能など）の低下を対象とした研究開発が進展し、特

に日本では、数多くの機能性サプリメントが現在上市されている。さらに近年では、“老化そのもの”に

アプローチすることで全身の健康維持を目指す、新しいコンセプトの抗老化製品（サプリメント・医薬品）

の研究開発が世界的に注目を集め始めている（図表2）。医薬品は安全性審査や規制が厳格で、上市に至る

までに膨大な時間と開発費用がかかる一方で、一般的に食品として区分されるサプリメントは、上市のハ

ードルが比較的低く、抗老化領域での製品化が始まっている。そこで本章では、老化の特徴とそれらに対

応した抗老化サプリメントの事例について解説し、今後の見通しについて考察する。 

 

 

出所： 各社ウェブサイト（Rejuvant, Tru Niagen, Life Extension, NOVOS, サントリー/オメガエイド, ファンケル, ヤクルト, 

富士フイルム, サントリー/ロコモア, キリン）から三井物産戦略研究所作成 

 

2-1．活発化する抗老化領域の概況 

2021年1月、ライフサイエンス界で権威の学術誌“Nature”から老化に特化した専門誌“Nature Aging”

が誕生した。これ以降、健康長寿を目指した抗老化研究に対する注目がより一層高まっている。同誌に寄

稿された論文によると、米国における平均寿命延伸による経済効果は約38兆ドル/歳と莫大な金額が試算さ

れている8。さらに長寿ビジネスへの投資に特化したVCファンド（米）Longevitytech.fundのレポートによ

 
8 The economic value of targeting aging | Nature Aging 

https://rejuvant.com/
https://www.truniagen.com/truniagen-300mg/
https://www.truniagen.com/truniagen-300mg/
https://www.lifeextension.com/vitamins-supplements/item02301/senolytic-activator
https://novoslabs.com/product/novos-boost/
https://www.suntory-kenko.com/supplement/43347/
https://www.fancl.co.jp/healthy/item/5438a
https://www.yakult.co.jp/products/item0345.html
https://h-jp.fujifilm.com/products/supplement/metabarrier/505050000011.html?cgid=metabarrier
https://www.suntory-kenko.com/supplement/43344/
https://www.kirin.co.jp/healthy/detail/012_01.html
https://www.nature.com/articles/s43587-021-00080-0
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ると、本領域の投資額は過去10年間で順調に伸長し、2022年には米国企業を中心とする約130社に、52億ド

ルを超える巨額の投資が実行されている9。このように抗老化領域は活況であり、人々のいわゆる“若返り”

に対する注目が年々高まっている。 

2-2．老化の特徴に直接アプローチする新しい抗老化サプリメントの事例 

現在、老化は12個の特徴で定義されており、それぞれに対応した抗老化研究が進められている（図表

3）。中でも特に、ⅰ. DNAメチル化パターン10の調節、ⅱ. ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド（NAD+）

の増強、ⅲ. 老化細胞除去を対象とした抗老化サプリメントの研究開発が活発化している。 

 

 

 出所： Cell 186(2):243-278, 2023 から三井物産戦略研究所作成（2024 年 7 月 22 日アクセス） 

 

 

 

 

 

 

 

 
9 Annual longevity investment report 2022 Archives - Longevity.Technology 
10 DNAの塩基配列の変化を伴わない後天的な化学的修飾の一種で、メチル化パターンの変化により細胞における遺伝子発現

が制御されている。 

https://www.cell.com/cell/fulltext/S0092-8674(22)01377-0?_returnURL=https%3A%2F%2Flinkinghub.elsevier.com%2Fretrieve%2Fpii%2FS0092867422013770%3Fshowall%3Dtrue
https://longevity.technology/investment/report/annual-longevity-investment-report/
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ⅰ. DNAメチル化パターンの調節（図表4） 

 

 

 

DNAのメチル化とは、DNAの特定の部分にメチル基という小さな化学構造が付加される現象である。これ

は細胞が遺伝子を制御するための一種のスイッチのようなもので、遺伝子がオンになるかオフになるかを

決めるサポートをしている。正常なDNAのメチル化は遺伝子が適切に働くために不可欠である一方、異常な

DNAのメチル化は、細胞や組織の老化度と強く相関し、がんや各種疾患の発症リスクを高めることが明らか

になっている11。近年、唾液や血液等の生体試料を用いてDNAメチル化パターンを分析することで、個人の

生物学的年齢12,13を推定できるようになった。これにより、個人の体の実際の老化度を反映した、いわゆる

体内年齢を把握し、老化や疾病リスクに対して早期に対処することが可能になっている。 

（米）Ponce de Leon Healthは、DNAのメチル化パターンの調節に関与するα-ケトグルタル酸カルシウム

（Ca-AKG）を主成分とする抗老化サプリメントRejuvantを上市した。臨床試験も進められており、同サプ

リメントの継続摂取により、健康な高齢被検者の生物学的年齢を約8歳若返らせたことを報告している14。 

 
11 DNA methylation age of human tissues and cell types | Genome Biology (springer.com) 

12 誕生からの経過日数より求められる「暦年齢」（Chronological Age）とは別に、組織・細胞の老化の程度から求められる

「生物学的年齢」（Biological Age）という考え方（出所：フナコシウェブサイトから引用） 
13 Epigenetic profile of Japanese supercentenarians: a cross-sectional study - The Lancet Healthy Longevity 
14 Rejuvant®, a potential life-extending compound formulation with alpha-ketoglutarate and vitamins, conferred an 

 

https://link.springer.com/article/10.1186/gb-2013-14-10-r115
https://www.funakoshi.co.jp/contents/68036
https://www.thelancet.com/journals/lanhl/article/PIIS2666-7568(23)00002-8/fulltext
https://www.aging-us.com/article/203736/text
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ⅱ. ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド（NAD+）の増強（図表5） 

 

 

 

NAD+は、我々の体の中で重要な役割を果たす分子である。例えば、細胞のエネルギーを作り出すプロセ

スや、DNAの修復、機能不全に陥ったミトコンドリアの除去、さらには長寿遺伝子の活性化など、細胞の老

化を遅らせる働きに関与している。老化に伴うNAD+の減少が、身体機能の低下および各疾患の発症と密接

に関連していることが報告され15,16、抗老化の有望な標的として近年注目されている。 

具体的には、NAD+の材料となるニコチンアミドリボシド（NR）やニコチンアミドモノヌクレオチド（NMN）

を摂取することで、老化により減少したNAD+の量を補うことができ、代謝機能の低下や神経変性疾患等の

病態改善につながることが動物実験で証明されている17。さらに最近では、ヒトでの安全性や有効性につい

ても報告され始めている18。現在、（米）ChromaDex、（米）NOVOS など多くの企業からNR、NMNを配合した

抗老化サプリメントが上市されている。 

 
average 8 year reduction in biological aging, after an average of 7 months of use, in the TruAge DNA methylation test 

| Aging (aging-us.com) 
15 NAD+ in aging, metabolism, and neurodegeneration | Science 
16 NAD+ and sirtuins in aging and disease: Trends in Cell Biology 
17 NAD+ Intermediates: The Biology and Therapeutic Potential of NMN and NR: Cell Metabolism 
18 Nicotinamide mononucleotide increases muscle insulin sensitivity in prediabetic women | Science 

https://www.aging-us.com/article/203736/text
https://www.aging-us.com/article/203736/text
https://www.science.org/doi/abs/10.1126/science.aac4854
https://www.cell.com/trends/cell-biology/abstract/S0962-8924(14)00063-4
https://www.cell.com/cell-metabolism/fulltext/S1550-4131(17)30670-8?_returnURL=https%3A%2F%2Flinkinghub.elsevier.com%2Fretrieve%2Fpii%2FS1550413117306708%3Fshowall%3Dtrue
https://www.science.org/doi/10.1126/science.abe9985
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ⅲ. 老化細胞除去（図表6） 

 

 

出所：Nature ダイジェストから三井物産戦略研究所作成（2024年7月22日アクセス） 

 

我々の体は日々、多くの細胞が新陳代謝を繰り返し、新しい細胞が生まれ、古い細胞が取り除かれるこ

とで健康が維持されている。正常に機能しなくなった古い細胞、いわゆる老化細胞は、通常は体内の掃除

役である免疫細胞によって取り除かれるが、加齢や肥満、ストレスなどにより免疫細胞の働きが弱くなり、

老化細胞が徐々に蓄積してしまうことが明らかになっている。また蓄積した老化細胞が炎症性物質の分泌

を介して周囲の正常細胞に悪影響を及ぼし、身体機能の低下や疾患の病態を悪化させることが明らかにな

っている。こうしたことから、老化細胞を選択的に除去する抗老化サプリメントの開発が進められている。 

具体的には、タマネギに含まれる成分のケルセチン、またイチゴに含まれる成分のフィセチンは、動物

実験で老化細胞除去作用が証明されている19,20。特にケルセチンは、抗がん剤であるダサチニブとの併用に

より、糖尿病性腎症患者の老化細胞を特異的に減少させたことが報告されている 21。現在、（米）

NEUROHACKER COLLECTIVE、（米）Life Extensionなど多くのサプリメント企業からケルセチンおよびフィセ

チンを配合した抗老化サプリメントが上市されている。  

 
19 Senolytics improve physical function and increase lifespan in old age | Nature Medicine 
20 Fisetin is a senotherapeutic that extends health and lifespan - eBioMedicine (thelancet.com) 
21 Senolytics decrease senescent cells in humans: Preliminary report from a clinical trial of Dasatinib plus 

Quercetin in individuals with diabetic kidney disease - eBioMedicine (thelancet.com) 

https://www.natureasia.com/ja-jp/ndigest/v15/n1/%E3%82%BE%E3%83%B3%E3%83%93%E7%B4%B0%E8%83%9E%E3%82%92%E9%80%80%E6%B2%BB%E3%81%97%E3%81%A6%E8%8B%A5%E3%81%95%E3%82%92%E4%BF%9D%E3%81%A4/90553
https://www.natureasia.com/ja-jp/ndigest/v15/n1/%E3%82%BE%E3%83%B3%E3%83%93%E7%B4%B0%E8%83%9E%E3%82%92%E9%80%80%E6%B2%BB%E3%81%97%E3%81%A6%E8%8B%A5%E3%81%95%E3%82%92%E4%BF%9D%E3%81%A4/90553
https://www.nature.com/articles/s41591-018-0092-9
https://www.thelancet.com/journals/ebiom/article/PIIS2352-3964(18)30373-6/fulltext
https://www.thelancet.com/journals/ebiom/article/PIIS2352-3964(19)30591-2/fulltext
https://www.thelancet.com/journals/ebiom/article/PIIS2352-3964(19)30591-2/fulltext
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2-3．抗老化サプリメントの普及に向けた課題と今後の見通し 

抗老化研究の進展により健康長寿の実現に貢献しうる抗老化サプリメントは続々と誕生している（図表

7）。これらの機能性・安全性について、臨床エビデンスを蓄積していくことが第一の課題である。さらに

今後は、抗老化サプリメントをいかに多くの高齢者に届けることができるかが課題となる。例えば、米国

で7割を超えるサプリメントの利用率は、日本においては3割前後と長期的に停滞している22,23。これは主に、

両国における医療保険制度の違いの影響も大きいが、大規模な健康被害が蔓延する事例24などもあり、消費

者のサプリメントの安全性に対する不安は根強く存在する。一般消費者にとってはサプリメントの価格は

決して安価なものではなく、自身の健康維持に必要なものと思ってもらえるかが鍵である。課題解決に向

けた取り組みとして、民間企業は品質保証のさらなる強化、コストパフォーマンスに優れた製品開発、ま

た公的研究機関とのパートナーシップによる科学的エビデンスの拡充を通じて、消費者に安心安全かつ、

効果実感の高い製品を提供することが求められる。さらには広告やメディア、機能性表示制度25の活用を通

じて、消費者にサプリメントの機能をわかりやすく訴求し、根本のサプリメントユーザーを増やしていく

努力を並行して行っていくことが重要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
22 矢野経済研究所、2023 年版 健康食品の市場実態と展望 ～市場調査編～ 
23 米CRN調査、サプリ利用率74％ ユーザーの9割、「健康維持に不可欠」 | 健康産業新聞 (kenko-media.com) 
24 小林製薬の紅麹サプリ死亡事件、健康被害拡大を招いた失策の深層 | 日経クロステック（xTECH） (nikkei.com) 

25 機能性表示食品制度とは、国の定めるルールに基づき、事業者が食品の安全性と機能性に関する科学的根拠などの必要な

事項を、販売前に消費者庁長官に届け出れば、機能性を表示することができる制度（消費者庁ウェブサイトから引用） 

https://www.kenko-media.com/health_idst/archives/18367
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00001/09120/
https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/foods_with_function_claims/
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図表7 抗老化サプリメントを展開する企業リスト 

企業名 対象 詳細 

(米) Ponce de Leon Health 

 

α-ケトグルタル酸カルシウム（Ca-AKG）を主成分とする抗老化サプリメント
Rejuvant を展開。同製品の介入による臨床エビデンスも取得。 

(米) ChromaDex 

 

ニコチンアミドリボシド（NR）研究の先駆者である Charles Brenner 博士が有する
特許と、独自の技術力を掛け合わせて開発された TRU Niagen を展開。 

（米） NEUROHACKER 
COLLECTIVE 

 

脳・睡眠・腸内環境などの老化に伴う機能低下対策に加え、健康的な老化に貢献す
るサプリメント Qualia シリーズを販売。ニコチンアミドリボシド（NR）を主成分とする
Qualia NAD+、ケルセチン・フィセチンをベースに各種植物エキスを配合した Qualia 
SENOLYTIC を展開。 

（米）Life Extension 

 

1981 年創業の老舗サプリメントメーカー。40 以上のカテゴリーにおける機能性サプリ
メントを展開。ニコチンアミドリボシド（NR）を主成分とする NAD+ Cell 
Regenerator、ケルセチン・フィセチンを主成分とする Senolytic Activator を展
開。 

(米) Elysium Health 

 

老化・若返り研究の権威である Leonard Guarente 博士が共同設立者兼チーフ
サイエンティストとして関わる抗老化サプリメント企業。NMN を配合した Basis をはじ
め、ケルセチン・フィセチンを配合した Format など複数の抗老化サプリメントを展開。
生物学的年齢を測定する血液検査キット Index も展開しており、検査からソリューシ
ョン提供まで幅広く事業を進めている。 

(米) Tally Health 

 

老化・若返り研究の第一人者の David A. Sinclair 博士が共同設立者として関わ
る抗老化サプリメント企業。複数の抗老化成分（α-ケトグルタル酸カルシウム（Ca-
AKG）、レスベラトロール、ケルセチン、フィセチン、スペルミジン）を配合した
VITALITY を展開。独自の機械学習モデルに従って生物学的年齢を測定する血液
検査キット TallyAge も展開しており、検査からソリューション提供まで幅広く事業を進
めている。 

(米) NOVOS 

 

ハーバード大、MIT、ワシントン大などの著名な専門家によるアドバイス、第三者研究
機関による 400 を超える科学的エビデンスに基づき、高純度の NMN を配合した抗
老化サプリメント NOVOS Boost、α-ケトグルタル酸カルシウム（Ca-AKG）・フィセ
チンを配合した抗老化サプリメント NOVOS Core を展開。生物学的年齢を測定す
る血液検査キット NOVOS Age も展開しており、検査からソリューション提供まで幅
広く事業を進めている。 

出所：各社ウェブサイトから三井物産戦略研究所作成 

https://www.rejuvant.com/About
https://www.chromadex.com/
https://qualialife.com/
https://qualialife.com/
https://www.lifeextension.com/
https://www.elysiumhealth.com/
https://tallyhealth.com/
https://novoslabs.com/
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3．健康長寿を支えるウェルネスサービス 

抗老化研究の進展に伴い、健康長寿社会の実現が期待される。一方、人口高齢化による医療費や介護費

の増大は、社会的課題である。高齢化先進国の日本において、介護が必要になった主な原因は、認知症

（18.1％）、脳卒中（15％）、高齢による衰弱（13.3％）、骨折・転倒（13％）である26。近年、健常と要

介護の中間の状態である「フレイル27」と呼ばれる段階で適切な介入を行うことで、フレイルの進行を遅ら

せる試みも始まっている28。また、高齢者のこころの健康や社会的孤立の対策も急務とされる。 

健康長寿を支えるウェルネスサービスは多岐にわたる。本章では、高齢者やその家族の生活の質向上や、

自宅で自立した生活を送るためのアプローチとして、①高齢者特化型クリニックチェーン、②先進的な在

宅支援サービスに取り組む企業について解説し、今後の見通しについて考察する。 

3-1．健康長寿を支えるウェルネスサービスの概況 

高齢者の健康は、治療のみならず、予防、服薬管理、栄養管理、社会的な関わりの保持、健康的な住環

境の整備、交通の確保など、生活環境の管理が大きく影響する。米国では、高齢者の加齢性疾患29や生活環

境に注目し、健康維持、重症化予防、入院・再入院率低下を目指した高齢者特化型クリニックチェーンの

買収や提携が進む。 

他方、健康で自立した生活を支える在宅支援サービスは、ソーシャルワーカー、介護スタッフ、訪問看

護師、理学療法士など多職種が関わり、アナログでサービスも細分化されている。この課題へのソリュー

ションとしてデジタル技術を活用した個別化サービスや、多職種連携によるオールインクルーシブケアの

提供などが欧米で進む。また、社会的孤独の解消やリハビリのためのマッチングアプリの利用も拡大して

いる。 

3-2．高齢者特化型クリニックチェーン、先進的な在宅支援サービスの事例 

先進的な取り組みが多い欧米における事例を以下に記す。 

①高齢者特化型クリニックチェーン 

2020年、Fortune誌で世界を変える企業に選出された（米）ChenMedは、予防重視の取り組みで高齢者医

 
26 内閣府令和4年版高齢者白書ウェブサイト（2024年6月25日アクセス） 
27 厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業）統括研究報告書（2024年5月30日アクセス）によると、フレイルと

は、「加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能が

障害され、心身の脆弱性が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像」

と定義している。 
28 飯島勝矢監修、「文系のための東大の先生が教える70歳の取扱説明書」、ニュートンプレス、2023年12月5日 
29 CRDS研究開発センターによると、健康寿命の延伸を阻害する主な要因は、加齢性疾患（循環器疾患、筋骨格疾患、がん、

脳神経疾患、感覚器疾患など）である。 

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/html/zenbun/s1_2_2.html
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2015/151031/201504009A_upload/201504009A0003.pdf
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-SP-06.html
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療に革命を起こすことを目指している。現在、65歳以上を顧客としたクリニックを15州130施設30で運営し

ている。毎月行う定期診療や包括ケア31により、救急と入院を33％削減32し、医療費削減につなげている。

図表8で示すように、医師は、給与制で、従来型クリニックと比較すると小規模の450名ほどの患者グルー

プを担当している33。1人当たりの診療に時間をかけることで、個別化されたサービスの提供や、質が高く

コストの安い医療（バリュー・ベースド・ヘルスケア）の実現を目指している。また、予防対策として、

週1回の無料運動教室の開催や、即日食品宅配の（米）Instacartと提携した心臓病患者向け食材を注文で

きるサービスなどを提供している34。 

 

図表8 従来型クリニックと高齢者特化型クリニックの比較 

 

出所：弊社ヒアリングから三井物産戦略研究所作成 

 

同じく高齢者向けクリニックチェーンを運営する（米）Oak Street Healthは（25州200以上の施設35）、

2023年にドラッグストア大手CVS Healthによる買収で注目を集めた。医師は、3週間ごとの定期診察、徹底

した検査や服薬管理などを通じて予防に力を入れている。これらの取り組みにより、入院を約51％削減、

30日間の再入院率を42％削減、救急外来受診を51％削減している36。米国最大のシニア会員制コミュニティ

AARP（会員数3,800万人37）の推奨クリニックであることを打ち出すことで差別化につなげている。 

高齢者特化型クリニックチェーンは、上記以外では、（米）CenterWell（250施設38、大手民間医療保険

Humana傘下）や（米）Iora Health（47施設/2021年39、Amazon傘下）などがある。（図表9） 

 
30 ChenMedウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
31 包括ケアとは、自立した生活が続けられるように、医療・介護・予防・住まい・生活支援を包括的に行うこと。 
32 ChenMedウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
33 弊社ヒアリングによると、米国の一般的なプライマリケア・クリニックでは医師1人当たり2,000～3,000名を担当するケ

ースが多いとのこと。 
34 Instacartウェブサイト（2024年5月24日アクセス） 
35 Oak Street Healthウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
36 Oak Street Healthウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
37 U.S.Newsウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
38 Humanaウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 
39 mobihealthnewsウェブサイト（2024年5月23日アクセス） 

従来型クリニック 高齢者特化型クリニック
1医師当たりの担当患者数 2,000～3,000名 450名程
定期的な診察の頻度 年に１～２回 3～４週に１回
1回当たりの診療時間 5分程度 20～40分
保険者からの医療費支払い 出来高払い 人頭払い
医師の雇用形態 個人事業主 給与制＋パフォーマンスボーナス
患者のメリット ー かかりつけ医、個別化サービス

特徴 症状がある際に通院する 予防重視、バリュー・ベースド・ヘルスケア
（データを活用して質が高くコストの安い医療）

https://www.chenmed.com/news/chenmed-coordinated-care-teams-fully-integrated-within-its-network-senior-medical-centers
https://www.chenmed.com/
https://www.instacart.com/company/updates/making-medically-tailored-nutrition-advice-more-actionable-instacart-health-welcomes-new-food-as-medicine-partners/
https://www.oakstreethealth.com/news/oak-street-health-opens-first-primary-care-center-in-davenport
https://www.oakstreethealth.com/news/oak-street-health-opens-first-primary-care-center-in-davenport
https://money.usnews.com/money/retirement/aging/articles/a-guide-to-aarp-membership
https://press.humana.com/news/news-details/2023/CenterWell-Senior-Primary-Care-Propels-Primary-Care-Network-to-250-Centers/default.aspx#gsc.tab=0
https://www.mobihealthnews.com/news/one-medical-picks-medicare-focused-provider-iora-health-21b-ma#:%7E:text=According%20to%20the%20companies%2C%20Iora,Medicare%20patients%20across%2047%20clinics.
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 図表9 高齢者特化型クリニックチェーンを展開する企業リスト 

 

出所：各社ウェブサイトから三井物産戦略研究所作成 

 

②先進的な在宅支援サービス（在宅ケア・リハビリ） 

（英）Birdieは、在宅ケアをデジタル化した企業である40。同社は、BtoB向けデジタルプラットフォーム

を構築し、介護サービスの管理・評価、個別化ケアプランの作成、センサーやウェアラブル機器によるモ

ニタリングなどを行っている。また、膨大なケアデータから「集合知」を生み出し、ケア最適化やリスク

予測を行っている。複数コミュニティの運営も行っており、在宅ケア分野における人材のネットワーク化

を進めている。2023年、政府機関認証のデジタルサプライヤーとして仲間入りしたことで、機密情報を扱

う事業社としての信頼度も高まり、今後の成長が期待される41。 

（米）InnovAgeは、高齢者向けオールインクルーシブケア（InnovAge PACE42）を提供する企業である

（全米6州、デイケアセンター19施設、約6,820名の高齢者へサービス提供43）。利用者は、InnovAgeネット

ワーク内で入浴支援などの生活サポートから、健康管理・救急対応・服薬管理などの医療サービス、家族

のレスパイトケア44などを受けられる。また、送迎付きでクリニック、ジム（理学療法など）、食堂（栄養

指導や食事の提供など）などが完備されたデイケアセンターを利用しながら、できるだけ長く自宅で自立

した生活を過ごすことを目指している。本モデルは、登録した利用者ごとの定額制45のため、限られた予算

 
40 Birdieウェブサイト（2024年5月24日アクセス）。PitchBookによると、Birdieの企業価値は1.5億ドル（2022年5月20時点） 
41 Birdieウェブサイト（2024年5月27日アクセス） 
42 PACEとは、Program of All-Inclusive Care for the Elderlyの略で、米国のメディケア・メディケイドが運営する公的プ

ログラム。 
43 InnovAgeウェブサイト（2024年5月24日アクセス） 
44 レスパイトケアとは、一時的に介護者から要介護者が離れる時間を持つことで、介護者が休養をとるためのサービス。 
45 費用は、各個人の保険プランやリスクスコアによる。 

企業名 施設数 特徴 提携

（米）ChenMed 15州130施設
（2024年）

・予防重視の取り組みで、救急と入院を33％削減、医師と患者の対
面時間を10倍確保している。（ChenMedウェブサイト）
・2023年にWalmartによる買収検討がニュースとなる。

・大手民間医療保険会社と提携。
・健康食宅配のInstacart、交通サービス
のLyftと提携（2022年）。

（米）Oak Street Health 25州200施設以上
（2024年）

・2023年、大手ドラッグストアCVS Healthにより買収（企業価値約
106億ドル）。
・3週間に1度の診察、定期的な健康診断・検査などにより、メディケア
のベンチマークと比較して、入院を約51%削減、30日間の再入院率を
42%削減、救急外来受診を51%削減している。
（Oak Street Healthウェブサイト）

・大手民間医療保険会社と提携。
・AARP（全米最大の50歳以上の有料
会員コミュニティ）、薬局チェーン
Walgreensと提携。
・高齢者向け予防医療の強化にむけて
Agilion Health買収（2024年）。

（米）CenterWell 250施設
（2024年）

・民間医療保険Humanaの一部門が、高齢者特化型クリニックチェー
ンCenterWellとして再編（2021年）。
・保険プランと連携した統合ケアモデルで、特定の健康ニーズに対応。

ー

（米）Iora Health 47施設
（2021年）

Amazon傘下。2021年、現在Amazon傘下のOne Medicalに
Iora Healthは買収。 ー

https://www.birdie.care/about-us
https://www.birdie.care/blog/assured-suppliers-nhs#:%7E:text=Yes%21%20Birdie%20is%20an%20Assured%20Supplier%20for%20the,domiciliary%20care%20businesses%20manage%20and%20deliver%20outstanding%20care.
https://investor.innovage.com/news-releases/news-release-details/innovage-announces-financial-results-fiscal-third-quarter-2
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内で個人に最適化されたケアを提供する必要がある46。InnovAgeは、米国におけるPACE対象者を220万人と

見積もり、潜在市場規模を2,350億ドルと試算している47。 

上記以外では、高齢者対象のマッチングアプリを提供する（米）Papaや（米）Lunaが挙げられる。Papa

は、高齢者の社会的孤立を防ぐために、「Papa Pal」と呼ばれる21歳以上の孫世代とマッチングするアプリ

を運営している。Papa Palは、時給13～18ドルで、高齢者の話し相手になったり、送迎や家事を行ったり、

スマホの使い方を教える、などを行う。Lunaは、公的医療保険に加入している高齢者を中心とした在宅リ

ハビリサービスを提供し、28州で3,000名以上48の理学療法士とマッチングできるアプリを運営している。 

 

図表10 先進的な在宅支援サービスを展開する企業リスト 

 

出所：各社ウェブサイトから三井物産戦略研究所作成 

 

3-3．課題と今後の見通し 

医療や介護などのウェルネス分野は、制度そのものの複雑さに加えて、サービスが細分化され、品質の

確保が難しい。また、デジタル化が進む一方、高齢者ケアはデジタルだけでは解決できない側面も多い。

そのため、認知症の重症化に伴いサービスを継続できないケースなどでは、家族を巻き込んだ展開も重要

となろう。退職後の医療や介護の費用負担は重く、高齢者の生活環境や社会的要因を理解した上での個別

化サービスが求められる。上記企業では、医療保険などの財源を確保した上での、ワンストップ型サービ

スやデジタル技術を活用したシンプルで効率的なサービスに特徴がある。今後、医療や介護の枠を超えた

高齢者向けデジタルマーケットプレイスを構築する（米）The Helper Beesのような企業への注目も高まる

 
46 「人頭払い」と呼ばれている仕組み。利用者は、医療サービスに関しては、InnovAgeのネットワーク内の医療機関を受診

する必要があり、ネットワーク外の医療機関を受診した場合は自費となる。 
47 InnovAge 2023年アニュアルレポート（2024年6月3日アクセス） 
48 Lunaウェブサイト（2024年5月24日アクセス） 

企業名 事業概要

（英）Birdie
・在宅ケアサービス提供者向けにAll-In Oneのデジタルプラットフォームを構築。
・ケアデータを活用して、ケア最適化や高齢者のリスク予測を行っている。
・2023年、デジタルサプライヤーとして政府機関認証を受けた。

（米）InnovAge

・高齢化向けオールインクルーシブケア（InnovAge PACE）を提供。
・利用者は、InnovAgeネットワーク限定の生活サポート、健康管理、救急対応、服薬管
理などを受けられる（ネットワーク外は自費）。
・全米6州、19のデイケアセンターを拠点に、約6,820名にサービス提供。

（米）Papa
・「Papa Pal」と呼ばれる21歳以上の孫世代とマッチングするアプリを運営。
・Papa Palは、時給13~18ドルで、若者が高齢者の話し相手、送迎、家事、スマホの使
い方を教える、などを行う。

（米）Luna ・公的医療保険メディケアに加入している高齢者向けに在宅リハビリサービスを提供。
・全米28州で3,000名以上の理学療法士とマッチングできるアプリを運営。

https://investor.innovage.com/static-files/8e48d48a-9a53-4b8a-8d2e-f9105f2c84c6
https://www.getluna.com/fast-company-announcement
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だろう49。同社は、顧客がどの程度の支援が必要かを決めるアセスメントをオンライン化し、それに従って

保険会社は顧客が受けられる支援の範囲や金額を決定する。その結果、顧客は、同社コンシェルジュのサ

ポートを受けて財務的に可能な保険内サービスと自費サービスを選択し、プラットフォーム上のさまざま

なサービスを選択することができる（サービスを提供する認定プロバイダーは数千社を超える。2023年9月、

SOMPO子会社の米Sompo Horizonと提携している。）。 

 

4．健康長寿を支える金融サービス 

人のお金との向き合い方は、人生のステージによって大きく変わる。高齢者層は、退職を境に富の蓄積

（accumulation）から取り崩し（decumulation）に変化する。前章で取り上げた抗老化製品やウェルネス

サービスがいかに魅力的であっても、限られた家計の中で、高齢者自身が複雑な金融サービスを活用して

健康支出を管理することは容易ではない。健康長寿を長期にわたり享受するには、経済的な余裕と家族や

社会との関わりが必要となる。高齢者の経済的な自立は、社会的な自立と密接に関係している。高齢者の

家族にも経済的な負担を強いる可能性もあり、経済損失額が2030年時点で9兆円（日本）とも試算されるビ

ジネスケアラーの問題にもつながる重要な要素だ。ただし、多くの高齢者にとって、経済的自立に必要な

金融に関わるリテラシーは、必ずしも高いとはいえない状況にある。アクサ生命が行ったアンケート調査

によると、「人生100年時代を楽しむために必要だと思うリテラシー」に関して、世代を通じて「健康」に

並び「金融」が高位に挙げられているが、特に60代以降で数値の高さが顕著なのは、退職後の生活に対す

る不安を表していよう（図表11）。 

 

 

注：調査期間：2021年11月10日～11月12日、調査対象：全国の20歳～69 歳の男女 1,000 名 
出所：アクサ生命のアンケート調査から三井物産戦略研究所作成（2024年7月1日アクセス） 
 

 
49 The Helper Beesは、「The Helper Bees Aging-in-Place Platform」を構築。在宅ケアに加えて、交通手配、買物支援、

遠隔リハビリ、住宅補修、害虫駆除など、高齢者の生活を幅広くサポートしている。 

https://www2.axa.co.jp/info/news/2021/pdf/211216.pdf
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本章では、必ずしも金融リテラシーの高くない高齢者層が、生産年齢期に蓄積した富を、高齢期に入り

有効・安全に取り崩し、「長生きリスク」を軽減するためのソリューションを、どのような形で、誰が提

供するのがユーザーと事業者双方にとって効率的であるかについて考察する。 

 

4-1．健康長寿を支える金融サービスの概況 

これまで高所得者層向けに偏っていた金融サービスは、手続きが複雑で時間を要するものも多かったが、

生成AIなどのテクノロジーを活用し、低コスト化したことで、多くがマス層向けでも事業が成立するよう

になった。また、日本では、規制緩和による追い風も吹いている。例えば、銀行法の改正等により、金融

機関が地域商社を設置できるようになり、高齢顧客の潜在ニーズが大きいと見られる非金融分野を含むサ

ービスの提供が可能になった。他にも、金融機関が後見制度支援預金50の取り扱いを始めたり、AIを活用し

た口座の取引制限などの「口座見守り」サービスを提供したりするなど、高齢者向けサービスに積極的に

取り組んでいる（図表12）。健康長寿の進展に伴い、関連市場も拡大することは必至であろう。 

 

 

出所：日本銀行資料から三井物産戦略研究所作成（2024年7月1日アクセス） 
 

4-2．先進的な高齢者向け金融サービスの事例 

高齢者向け金融サービス関しては、戦略研マンスリー2024年3月号でエイジテック51関連スタートアップ

 
50 高齢者本人の財産のうち、日常的な支払いをするのに必要十分な金銭を預貯金等として後見人が管理し、通常使用しない

金銭を後見制度支援預金口座に預け入れる仕組み。通常の預貯金と異なり、後見制度支援預金口座に係る取引（入出金や口

座解約）をする場合には、あらかじめ裁判所が発行する指示書を必要とすることで、後見制度支援信託と同様に、本人財産

の保護を簡易で確実に行うことができる。 
51 高齢者が直面するさまざまな課題をテクノロジーにより解決を図るサービスのこと。医療、健康に関わるものが多いが、

金融に直接的・間接的に関わるものも少なくない。 

https://www.boj.or.jp/finsys/c_aft/data/aft240222a1.pdf
https://mitsui365.sharepoint.com/sites/03353/SitePages/20240314_2.aspx
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を中心に紹介した。対象となるサービス分野は、家計、不動産、保険など多岐にわたる。例えば家計関連

では、（米）True Link Financialは、自身での支出管理が困難な高齢者に、利用制限付きのデビットカー

ドを発行している。そのカードで決済が行われた際は、リアルタイムで家族やソーシャルワーカーなどに

アラート通知が送られ、購買行動を管理・モニターできる。また、住宅関連では、居住中の自宅を担保に

老後資金を借りるリバースモーゲージの欠点を補うセール＆リースバックと呼ばれるサービスを、テクノ

ロジーを活用して簡易なプロセスで提供するスタートアップも現れた。リバースモーゲージは、担保不動

産の価値の変動により期限前返済が必要になる可能性があり、存命中に契約期限を迎え、元金と利息の一

括返済を迫られるケースもある。これに対して、（米）EasyKnockが提供するセール＆リースバックサービ

スは、住宅所有者から物件を即時に買い取り現金を支払い、その顧客に同物件を賃貸するものだ（図表

13）。顧客は、住宅の所有権を手放すことになるが、年齢や収入に基づく審査を受けずに住み慣れた住居

に住み続けることができる。また、物件の所有者でなくなることで、固定資産税、保険、維持管理費など

の負担から開放されるうえに、賃貸のため価値下落の影響も受けないことから、高齢者向きの仕組みとい

える。 

 

 

出所：JATAPウェブサイト（2024年7月1日アクセス） 

 

4-3．今後の課題と見通し 

金融分野の高齢者向けサービスは、事業分野としては有望ながら、今後、それらが単独で事業を展開し

ていくには、克服すべきいくつかの課題がある。まず、高齢者のデジタルリテラシーの問題だ。昨今の高

https://jatapp.co/blog/twelve-proptech-business-models/
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齢者でも、エイジテック企業が提供する機能をフル活用することは容易ではない。エイジテック企業には、

同層のリテラシーレベルに合わせたサービス、UI/UXを提供する技術力が求められる。また、お金に関わる

サービスは、事業者の信用力が利用者心理に大きく影響するため、技術力は高くても、スタートアップの

信用力には限界があろう。この二つの課題のうち、前者は自社の努力で克服可能だが、後者は、会社への

イメージに加え、財務規模なども関係するものであり、克服は容易ではない。また、顧客目線では利便性

の高さから、事業者目線では規模拡大と効率性の観点から、サービスの統合化が志向されるのではないか

と思われる。それらを踏まえると、保険を起点に多様な金融サービスを展開する（中）平安グループの動

向が参考となる。同社は、保険業に加え、銀行業、証券業といった複数の金融サービスを個人向けに提供

している。 

統合化に向かうと考えられる高齢者向け金融サービスだが、その対象は金融分野に限られるのか、健康

分野も含む形となるのかについては議論の余地がある。顧客の利便性、事業者の規模拡大の可能性を考え

ると、健康と金融を合わせたサービスが、需給双方の要因から拡大する可能性がある。実際、海外ではす

でにそのような事業展開を行う企業も現れている。代表例が、上述の平安グループだ。同社は、金融関連

事業だけでなく、ウェルネス事業も展開している。24時間体制のオンライン高齢者ケアコンシェルジュサ

ービスや、子会社の平安生命を通じて高齢者向け在宅介護サービスも開始した。同社は、専門的な「ファ

イナンシャル・アドバイザー」、「かかりつけ医」、「高齢者ケア・コンシェルジュ」などのサービスを

提供し、「心配なく、時間を節約し、お金を節約できる」金融・ヘルスケアサービス体験の提供に取り組

んでいる。同社のヘルスケアのネットワークは、17の健康管理センターと中国の全ての三級病院52に及び、

それには約54,000人の医師と契約医師、228,000の薬局が含まれる。2023年9月までに、同社が抱える2億

3,000万人の金融サービス顧客の64％近くが、上述の健康に関わるエコシステム内のサービスを利用してい

る（図表14）。 

 

 
52 中国の病院は、その機能と業務内容によって、級の高い順に三級、二級、一級病院に分けられている。 
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出所：平安グループウェブサイト（2024年7月1日アクセス） 
 

非金融機関が金融事業を行う場合、金融に関わる規制、ノウハウ、信用力が事業展開の制約要因となる

が、「埋め込み型金融」を活用することで、それらの問題に対応できる。これは、フィンテック企業が提

供する金融サービスを事業会社の事業に埋め込んで提供するものだ。最終顧客からは、事業会社が直接、

金融サービスを提供しているように見えるが、裏側にその機能を提供している金融機関、フィンテック企

業が存在する。その事例としては、米国ではAppleやTeslaなどの大手企業に加え、中小零細企業にも広が

っている。日本でも、JALが「JAL NEOBANK」という事業のもと、預金や振込などを自社アプリ内で完結させ

るサービスを提供したり、ヤマダデンキが同社グループの住宅購入者向けに家電購入費も組み込める住宅

ローンを提供したりするなど、大企業を中心に徐々に普及し始めている。 

 

5．健康長寿ビジネスの成長に向けて 

当該分野における企業、研究者、メディア等へのヒアリングを行い、安心・安価で透明性と質が担保さ

れたサービス、高齢者ニーズの把握と継続的なサービス提供などが、「健康長寿ビジネス」の事業成長へ

の課題として認識した。その点、顧客接点の場として、リアルとオンラインのサービスのバランスを最適

化することが、それらの課題への解決策となろう。高齢者向けサービスは、対面の場の比重が大きく、そ

れが顧客の安心感や信頼を得る上で重要な要素となる。一方、オンラインサービスは、コスト効率の高さ

がメリットだ。また、お金や病気に関わるようなサービスの場合、秘匿性の高いオンラインサービスの方

が適している場合が多い。リアルとオンライン双方の利点を生かし、信頼性とコスト効率性を両立させた

サービスを提供することが、顧客の満足度向上につながろう。それにより、自社の経済圏内に顧客をとど
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めることができれば、経常的な収益の水準が高まり、ネットワーク効果により新規顧客の獲得にも有利に

働くようになる。「健康」と「金融」といった複数の産業をまたぎ、リアルとオンラインが混在した統合

サービスは、かつての高齢者層からは、その複雑さから忌避され、事業展開は困難であった。しかし、デ

ジタルリテラシーの向上が顕著な現代の同層には、UI/UXが優れていれば、統合サービスも受け入れられや

すいであろう。 

また、ターゲット層の解像度を高めることも重要だ。「高齢者」といってもひとくくりにはできず、健

康状態や経済力、社会経験などのバックグラウンドや嗜好はさまざまだ。あらゆる顧客接点を通じて個々

人のサービスのニーズを的確に把握し、個別化されたサービスを提供することが成功の鍵を握る。一方、

多くの高齢者で共通しているのは、退職後も薄れない社会への帰属意識だ。社会貢献への関心が高い高齢

者も多い。それらの層に対しては、「～してあげなければならない」といった発想ではなく、「やりたい

ことをサポートする」という意識が求められよう。単に健康やお金といった現実的で即物的な内容だけで

はなく、「楽しさ」や「生きがい」といった高齢者の幸福感の向上にも注力することが重要だ。 

本稿で挙げたような製品・サービスは、基本的に老年期に必要とするものだが、その中でも早い段階向

け、遅い段階向けがある。事業者からすると、退職前後の段階から顧客を囲い込むことで、顧客がその後

のライフステージに進むたびに必要なサービスを持続的に提供することが容易となる。それにより、トー

タルサービスにおける顧客獲得コスト（CAC）が低下し、顧客生涯価値（LTV）53が向上することが期待され

る。顧客の早期の囲い込みには、対象顧客のみならず、その家族や介護者などへのアプローチも必要だ。

顧客本人がどのような健康・家計の状態であれ、高齢者の生活に家族などの関与は欠かせず、情報感度の

高い若年世代の意見の影響力は小さくない。事業者はそれらの世代も取り込むことで、高齢者の意思決定

において自社サービスが選ばれる可能性が高まることが期待される。その点、メディアの果たす役割も大

きく、高齢者向け媒体だけでなく、若年層向けメディアの活用も必要となるだろう。 

将来的には、医療・介護・金融のデータを集積・分析することで、より精度の高い個別化サービスの提

供が可能となろう。例えば、健康のリスク予測（医療情報や購買履歴からの認知症の兆候検知など）や、

予測に基づいた抗老化サプリメントの紹介、ソーシャルワーカーによる早期介入やケアプラン策定などが

考えられる。 

これらにより、健康長寿な人口が増加し、幸福な老後を送れるような社会が形成されるだろう。「課題

先進国」である日本において、先進的な取り組みを積極的に進め、高齢者視点を生かした健康長寿社会の

実現に期待したい。 

 
53 1人の顧客からサービス提供期間に得られる収益の合計。 
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